
 

経 済 産 業 省 

 

２０２３０８２５電委第１号 

令 和 ５ 年 ８ 月 ２ ５ 日 

 

 

経済産業大臣 殿 

 

 

電力・ガス取引監視等委員会委員長 

 

 

小売電気事業の登録の取消しについて 

（勧告） 

 

 

標記について、当委員会において調査した結果、電気事業法（昭和３９年法

律第１７０号）第６６条の１３第１項の規定に基づき、別添の小売電気事業者

について、別紙のとおり同法第２条の２の登録の取消しを行うよう勧告する。 

 

以上 

  



別添 

 

（小売電気事業者） 

事業者名 法人番号 登録番号 

第一日本電力株式会社 4080401021658 A0421 

  



別紙 

第１ 処分の内容 

電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第２条の９第１項の規定に基づき、

同法第２条の２の登録を取り消す。 

 

第２ 処分の理由 

１ 事実関係 

⑴ 小売電気事業者である第一日本電力株式会社（以下「第一日本電力」と

いう。）は、令和４年９月分以降の電力取引報第１表（電気関係報告規則

（昭和４０年通商産業省令第５４号）第２条に定める電力取引報の第１

表をいう。以下同じ。）及び同年１０月から１２月までの四半期分以降の

電力取引報第２表（電気関係報告規則第２条に定める電力取引報の第２

表をいう。）を、電力・ガス取引監視等委員会（以下「委員会」という。）

に提出していない。 

 

⑵ 委員会は、令和５年７月１４日付けで、第一日本電力に対し、電力取引

報第１表を提出していないことに関する事実関係等につき報告を求める

ため、電気事業法第１１４条第１項の規定により委任された同法第１０

６条第３項の規定による権限に基づき、報告期限を同月３１日と定めて

報告徴収を行った。 

 

⑶ 第一日本電力は、前記⑵の報告徴収に対する報告をしていない。 

 

⑷ 令和５年８月２１日時点で、第一日本電力から小売供給を受けている

需要家は存在しない。 

 

２ 法令の適用 

⑴ 前記１⑴の行為は、電気事業法第１０６条の規定に基づく電気関係報

告規則第２条の規定に違反するものである。 

 

⑵ 前記１⑶の行為は、電気事業法第１０６条第３項の規定に違反するも

のである。 

 

⑶ 第一日本電力は、前記１⑴のとおり、長期にわたり電力取引報を提出し

ておらず、かかる行為は、委員会が電力取引の監視を適切に行うことに支

障を生じさせ、電気の使用者の利益の保護及び電気事業の健全な発達を

阻害するものである。 



 

⑷ 第一日本電力は、前記１⑶のとおり、同法第１０６条第３項の規定によ

る報告をしておらず、かかる行為は、経済産業大臣による業務改善命令等

の権限の適正な行使に支障を生じさせ、電気の使用者の利益の保護及び

電気事業の健全な発達を阻害するものである。 

 

⑸ よって、第一日本電力は、電気事業法及び同法に基づく命令の規定に違

反し、公共の利益を阻害すると認められることから、同法第２条の９第１

項第１号に掲げる事由に該当する。 

 

以上 


